
国の基本指針に基づく成果目標と実績 

 

第６期障害福祉計画 

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

１ 施設入所者の地域生活への移行 

 区の目標値 実績値 

令和元（2019）年度末施

設入所者のうち令和５

（2023）年度末時点で地

域移行した方の人数 

 

 

21 人 

 

 

14 人 

目標値の根拠 

令和元（2019）年度末施設入所者数（335 人）の６％以上が令和５（2023）年度末

までに地域生活へ移行する 

２ 施設入所者数の削減 

 区の目標値 実績値 

令和５（2023）年度末施

設入所者数 

 

329 人 

 

321 人 

目標値の根拠 

令和５（2023）年度末の施設入所者数を令和元（2019）年度末時点の施設入所

者数（335 人）から 1.6％以上削減する 

 

（２）地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

区の目標値 実績値 

国の基本指針に基づき、令和５

（2023）年度末までに、地域生活支援

拠点を整備する。その機能の充実のた

め、葛飾区障害者施策推進協議会で運

用状況の検証及び検討を年１回以上

行う。 

 

令和４（2022）年４月に拠点機能事

業所の認定をし、地域生活支援拠点の

面的整備を行った。 

その機能の充実のため、地域生活支

援部会で運営状況の報告・評価を行

い、葛飾区障害者施策推進協議会に報

告し、運用状況の検証及び検討を行っ

た。 
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（３）福祉施設から一般就労への移行等 

１ 福祉施設から一般就労への移行者数 

 区の目標値 実績値 

福祉施設からの一般就労移

行者数 

 

61 人 

 

73 人 

就労移行支援事業 47 人 62 人 

就労継続支援Ａ型事業 ４人 5 人 

就労継続支援Ｂ型事業 10 人 6 人 

目標値の根拠 

令和５（2023）年度中に就労移行支援事業等（生活介護、自立訓練、就労

移行支援、就労継続支援）を通じて一般就労に移行する者の目標値を令和元

（2019）年度の一般就労への移行実績（47 人）の 1.27 倍以上とする 

令和５（2023）年度中に就労移行支援事業・就労継続支援Ａ型事業・就労

継続支援Ｂ型事業を通じて一般就労に移行する者の目標値を定める。 

就労移行支援事業の令和元（2019）年度の実績（36 人）の 1.30 倍以上 

就労継続支援Ａ型事業の令和元（2019）年度の実績（3人）の 1.26 倍以上 

就労継続支援Ｂ型事業の令和元（2019）年度の実績（8人）の 1.23 倍以上 

２ 就労定着支援事業の利用率 

 区の目標値 実績値 

令和５（2023）年度にお

ける就労移行支援事業

等を通じて一般就労に

移行する者のうち、就労

定着支援事業を利用す

る割合 

 

 

７割 

 

 

調査中 

３ 就労定着支援事業の就労定着率 

 区の目標値 実績値 

就労定着支援事業所の

うち、就労定着率が８割

以上の事業所の割合 

 

７割 

 

調査中 

 

（４）相談支援体制の充実・強化等 

区の目標値 実績値 

総合的・専門的な相談支援の実施の

ため、令和５（2023）年度末までの基

幹相談支援センターの設置に向け検

討を進める。また、相談支援事業者の

人材育成支援や相談機関との連携強

化を図るため、相談支援事業者が委員

として在籍する相談支援部会や相談

支援専門員研修会を年間複数回開催

する。 

令和５（2023）年４月から障害福祉

課に基幹相談支援センターを設置し

ている。また、相談支援事業者の人材

育成支援や相談機関との連携強化を

図るため、令和５年度は相談支援部会

を２回、相談支援専門員研修会を７回

開催した。 
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第２期障害児福祉計画 

（１）障害児支援の提供体制の整備等 

 区の目標値 実績値 

児童発達支援センター

の設置数 

 

３箇所 

 

３箇所 

令和５（2023）年度末まで

に、保育所等訪問支援を利

用できる体制を構築 

 

構築 

 

構築 

主に重症心身障害児を

支援する児童発達支援

事業所及び放課後等デ

イサービス事業所数 

児童発達支援事業所又

は放課後等デイサービ

ス事業所を５箇所以上 

 

 

８箇所 

医療的ケア児支援のた

めの関係機関の協議の

場の設置及びコーディ

ネーターの配置 

保健、医療、障害福祉、保

育、教育等の関係機関等が

連携を図るための協議の場

の設置 

葛飾区障害者施策推進協議

会の委員構成を見直し、医

療的ケア児（者）にかかる

協議の場として位置付け 

医療的ケア児等に関するコ

ーディネーターの配置 

 

配置 
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